
株式会社らいふの取り組み 

～有料老人ホームの経営をする中で、認知症ご入居者の QOL 向上のために 

エビデンスの必要性を考えていた～ 

 

１．株式会社らいふ 会社概要 

【会社概要】 

○会社名：株式会社らいふ 

○設立：平成 7年 11月 

○従業員数：1,858名 

○代表者：吉田 伸一  事業責任者：取締役 小林 司 

○所在地：東京都品川区東品川 2丁目 2-24 天王洲セントラルタワー18階 

○事業内容： 

(1)有料老人ホーム等運営（一都三県に 48の有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅を運営） 

   (参考)ご入居者数 2383名（内 約 7割が認知症）、平均年齢 87.6才、平均介護度 2.38 

      ご入居者一人当たりの毎食前食後の服薬剤数：平均 7.2剤 

(2)訪問介護事業所（10拠点） 

(3)居宅介護支援事業所（9 拠点） 

(4) 通所介護（4拠点） 他 

URL：https://www.life-silver.com/life/ 

 

【事業方針・会社理念】 

（１）理念 

○「高齢介護弱者の救済」 

独居高齢者や老老介護、介護離職等に代表される高齢化の進行に伴う社会問題に対し、介護事業を通

じ、幅広い受け入れ範囲、即日入居対応等、社会使命として推進しています。 

 

○「生きる力を引き出す介護と生きる力の介護」 

季節を取り入れたイベントや外出を行う「新生活サービス」、完全オーダーメイドサービスの「らい

ふケア・コンシェル」を通じてご入居者の生きがいづくりを実践しています。 

 

（２）ご入居者の QOL 向上を目的としたプロジェクト 

  常に専門的知見を取り入れながらご入居者の生活の質の向上に取り組んでいます。 

 

・「認知症のご入居者と共に生活するＰＴ」2018.3 月より取組み開始（詳細は２．「認知症に対する取

り組み」の通りです） 

 

 ・2018.10月より「安全な薬剤選択」「多剤併用の回避」「服薬頻度の低減」をテーマに掲げ減薬の 

取組み開始（詳細は３．「減薬に向けた取り組み」の通りです） 
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２．認知症に対する取り組み 

 2018年 3月に、全施設横断プロジェクトである「認知症のご入居者と共に生活する PT」を立ち上

げ、各メンバーの専門領域に応じたチームに分かれ、マニュアル作成、事例検討等を実施しています。 

（当社ホームページより抜粋） 

 

 

 
２ 



 

 

〈認知症マニュアルを活用した施設での勉強会の様子〉 

施設によって、ご入居者・ご家族も同席 

 

  

▲ホームステーションらいふ小田急相模原 ▲ホームステーションらいふ松戸八柱 

▲ホームステーションらいふ小平 ▲ホームステーションらいふ小田原 

３ 



３．減薬に向けた取り組み 

 「認知症のご入居者と共に生活する PT」において、看護師チームにて多剤併用からの脱却について問

題提起あり、薬剤同士の相互作用に着目し認知症のご入居者の方の減薬の取り組みを開始しました。 

（以下、当社ホームページより抜粋） 

 

４ 



４．帯状疱疹・肺炎球菌性肺炎のワクチン公費負担実現に向けた取組み 

（当社ホームページより抜粋） 

（１）施設におけるワクチン公費化の意義 

事業責任者からのメッセージ： 

当社は、既報のとおり、認知症と減薬の相関性について、産学共同で取組みを進めておりますが、今

般、厚生労働科学研究費「肺炎球菌ワクチンの費用対効果等についての社会の立場からの評価研究」の

一環として「帯状疱疹および肺炎による高齢者の QOL（Quality of Life）への影響に関する調査」につ

いて、東京大学および国際医療福祉大学より、協力依頼がありました。 

 

以下の通り、ご入居者にとって、また社会に貢献できる機会であると判断し、本件依頼を受諾し取組

みを進めることと致しました。 

現在 国は、高齢者の方の帯状疱疹を一定程度予防すべく新たなワクチンを開発しており、そのワク

チンを定期接種するか否かを費用・効果の両面から検討することとしています。 

 

超高齢化社会の突入に際し、高齢者に対する上記疾病の予防接種は必須である一方、加齢に伴う健康

状態や生理的変化により、複数の疾患の治療のために相応の期間を要すること、投与された薬剤同士で

薬物相互作用が起こることはご高尚のとおりであります。 

この調査結果により、ワクチンによって帯状疱疹や肺炎を予防することにどの程度の価値があるかを

示すことができ、国がワクチンを導入するかどうかを検討する上で有用な情報とすることができるもの

と確信致します。 

上記をふまえ、国際医療福祉大学医学部 池田 俊也 副学部長、医療法人社団 至髙会 たかせク

リニック 髙瀬 義昌理事長、東京大学大学院薬学系研究科医薬政策学科 五十嵐 中 客員准教授に

協力し、帯状疱疹・肺炎球菌性肺炎を罹患した場合にどの程度健康状態が損なわれるかの定期調査を継

続的に実施することにより、ご入居者・ご家族の皆様のご協力を頂き、ワクチンの公費化に向け全社を

挙げて取り組むことと致しました。 

 

（２） 具体的な取り組み内容 

ご入居者の皆様の健康状態を総合的に評価するために、生活の質 (Quality of Life, QOL)や日常生

活活動度 (Activity of Daily Living, ADL)を詳細に記録する取り組みを開始します。ご入居者の普段

の健康状態を把握するとともに、帯状疱疹や肺炎にかかった場合にどの程度健康状態が損なわれるかを

継続調査します。 

この調査結果により、ワクチンによって帯状疱疹や肺炎を予防することにどの程度の価値があるかを

示すことができ、国がワクチンを導入するかどうかを検討する上で有用な情報とすることができます。 

当社がデータ収集を予定している QOL等のデータを匿名化処理し、医療法人社団至髙会たかせクリニ

ック、東京大学大学院薬学系研究科の協力を得て、国際医療福祉大学医学部において集計を行い、帯状

疱疹や肺炎にかかった方とかからなかった方で健康状態がどのように異なるかを分析します。 

ワクチン公費化の究極の目的は、高齢者の帯状疱疹・肺炎球菌性肺炎の予防です。 

当社の理念のひとつでもある「高齢介護弱者の救済」に向け、本取組みを積極的に進め、帯状疱疹・

肺炎球菌性肺炎の予防のためのワクチン公費負担実現を目指します。 

５ 


